
 事業内容

地域林政アドバイザー設置事業

佐賀県森林組合連合会に地域林政アドバイザーを設置し、
市町に対して以下のとおり支援を実施

• 森林経営管理制度、森林環境譲与税事業等の運営支援

• 森林整備を実施するための技術的な指導・助言

• 県内外の取組事例等の情報収集・提供 など

【事業費】

10,033千円（全額譲与税）

【実績】

• 県内全20市町に対して支援活動を実施しました。

➢ 市町は従来の業務に加えて、新たに森林経営管理制度や森林環境譲与税を活用した森林整備等の活動を行っていく必要があります。

➢ 一方で、市町職員には林業の専門知識を有する者が少なく、かつ他分野を兼務していることも少なくないことから、林業経営に関する専門知識と経験をもっ
て市町の活動を支援する必要があります。

➢ そこで、 森林・林業に関する専門知識と経験を有する地域林政アドバイザーを設置し、市町が行う森林整備等の円滑な実施を推進します。

➢ 令和２年度の成果として、

• 前年度に引き続き、地域林政アドバイザーが県内全20市町に対して支援活動を実施しました。

• 令和２年度までに13市町で森林経営管理制度に基づく意向調査の実施につなげ、また３市では森林整備の実施につなげることができました。

（市、県担当者を交えた意見調整） 事業スキーム
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 事業内容

林業経営体育成事業

林業経営体の現場技能者、事務職員等を対象に各種研修を実施

【事業費】

4,058千円（全額譲与税）

【実績】

• 伐木等高度技術研修

２回開催し、現場技能者６名受講

• 高性能林業機械安全操作研修

１回開催し、現場技能者８名受講

• 労働安全管理研修

２回開催し、事務職員等１７名受講

➢ 森林経営管理制度の実施により、従来の森林整備に加えて、これまで手入れが行われなかった森林の整備等が促進されることが期待される中で、本制度に
基づく森林整備の担い手となりうる林業経営体の人材育成が求められます。

➢ そこで、 林業経営体の現場技術員や事務職員を対象とした研修を開催し、安全で効率的な森林整備を推進します。

➢ 令和２年度の成果として、

• 林業経営体の現場技能者１４名を対象に、伐木高度技術や高性能林業機械等の安全で効率的な操作方法に関する研修を実施しました。
（計３回開催）

• 林業経営体の事務職員等１７名を対象に、労働安全対策(リスクアセスメント)等に関する研修を実施しました。（２回開催）

➢ 令和３年度においては、研修カリキュラムの見直しを行い、更に技術等の向上を進めていくこととしています。
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 事業内容

ふるさと木材利用拡大推進事業（木塀の整備）

民間で整備する公共建築物等に木塀を設置する場合に、
経費の一部を支援

【事業費】

11,350千円（うち、譲与税9,500千円）

【実績】

• 木塀の設置延長 227ｍ（４箇所）
（老人福祉施設、製材所など）

➢ 県産木材を使用した住宅や公共的施設の木造化等を推進するとともに、木の良さを県民に広く伝え、県産木材の利用拡大を推進します。
また、県民に身近で目に留まる場所に県産木材を使うことで、「県産木材の良さ」、「山の大切さ」などの理解を醸成します。

➢ 保育所の園庭などの身近な場所に「木のある風景」を創出することで、「木育」に貢献し、また、サステナブル（持続可能）な資源である木材を活用する仕
組みを作ることで、SDGｓの目標達成にも貢献します。

➢ そこで、本事業では、県産木材を使用した木塀の設置に対して補助を行いました。

➢ 令和2年度は延長227ｍ（４箇所）に対して補助を行いました。

➢ 令和3年度は延長200ｍに対する補助を予定しています。
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 事業内容

搬出間伐支援事業

私有林において搬出間伐を実施する団体に対し、
搬出間伐に要する経費の一部を支援

【事業費】

24,739千円（全額譲与税）

【実績】

• ８団体、面積146.2ha

➢ 佐賀県では、新型コロナウイルス感染症の影響により、木材の市場価格が大幅に下落し、森林所有者の収益減により計画的な搬出間伐ができなくなったこ
とから、搬出間伐に要する経費の一部を支援し、計画的・持続的な森林整備を促進する。

➢ 令和２年度に限り、以下の取組を実施した。

• 私有林において搬出間伐を実施する林業事業体等に対して、実施面積に応じて支援した。

（搬出間伐の状況）
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